
 

『令和３年度税制改正大綱（５） 株式交付Ｍ＆Ａの繰延べ措置等』 
 

 株式対価Ｍ＆Ａを促進するため、法人が会社法の株式交付により株式を譲渡し、買収会社（株式交

付親会社）の株式等の交付を受けた場合には、譲渡損益計上を繰り延べられることになる。自社株式に

併せて金銭等を交付する「混合対価」を一定程度認め、期限の定めをなくす。混合対価につき、譲渡損

益の繰延べは、対価として交付を受けた資産の価額のうち買収会社の株式の価額が８０％以上である

場合に限ることとし、買収会社の株式以外の資産の交付を受けた場合には買収会社の株式に対応す

る部分の譲渡損益の計上が繰り延べられる。外国法人への適用の際は、ＰＥで管理する株式に対応し

て交付を受けた部分に限られる。一方、事業再構築を促す措置として、特例対象欠損金額（令和２年４

月１日～令和３年４月１日の期間内の日を含む事業年度で生じた青色

欠損金額）のある法人が産業競争力強化法の事業適応計画（仮）の認

定を受けた場合には、その欠損金額を最大５年間、欠損金の繰越控除

前の所得の金額の範囲内で損金算入できることとなった。ただしその所

得の金額の５０％を超える部分については、累積投資残額（当該投資の

額から本特例により欠損金繰越控除前の所得の５０％を超えて損金算

入した欠損金額を控除した額）に達する金額が限度となる。 

 

 『マイナポータル連携で確定申告 ２年分から開始―財務省が広報』 

 
 財務省は広報誌「ファイナンス」２月号で「令和２年分からスタート マイナポータル連携で確定申告を

簡便化」を特集。マイナンバーカードの取得からマイナポータル連携までの手順を図版入りで紹介、早

期の実施を促した。２年分の所得税の確定申告手続きから、マイナポータルを活用して控除証明書等

の必要書類のデータを一括取得し、各控除等への自動入力が可能となった（マイナポータル連携）。取

得したデータは、申告書の所定の項目に自動入力されるので、手続きが簡便化される。控除証明書等

の管理・保管も不要になる。これまでは控除証明書等を書面で収集・管理して提出、控除証明書等を１

件ずつ確認しながら申告書に記入または入力する必要もあった。手順はマイナンバーカードを取得→

マイナポータルの開設・もっとつながる設定→保険会社等と民間送達サービスの連携設定→確定申告

特集を検索→確定申告書を作成―の順。２年分から自動入力される情報は

住宅ローン関係、株式等の取引関係、生命保険控除証明に限られるが、順

次拡大していく予定。これまではスマートフォンのタブレット端末からマイナン

バーカードを利用してのｅ－Ｔａｘ送信はできなかったが、今後はスマホを

使ってのｅ－Ｔａｘ送信も可能となる。 
  

 
 出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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